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　国、地方公共団体の会計は、予算決算及び会計令又は地方自治法施行令の規定により、その歳

入又は歳出の所属会計年度が定められており、これらの規定において、一定の収入又は支出につ

いては、発生年度を基準として年度経過後の一定の期間（出納整理期間）内の収入又は支出をそ

の発生年度の決算に計上し、これにより得ないものについては、現金の収支の事実の属する会計年

度の所属として整理するなど、一般の民間企業とは異なる会計処理が行われています。

　このため、資産の譲渡等の時期の原則を国、地方公共団体に適用することは、国、地方公共団

体の会計処理の実情と著しくかけ離れたものになります。

　そこで、国又は地方公共団体が行った資産の譲渡等については、次のような特例が設けられて

います。

　なお、この特例は、地方公営企業にも適用されます。地方公営企業については、P19をご参照

ください。
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その適用を受けようとする課税期間の開

　なお、適格請求書発行事業者の登録を受けている場合には、その取消しを受けようとする

課税期間の初日から起算して15日前の日までに「適格請求書発行事業者の登録の取消しを求

める旨の届出書」も提出する必要があります。

免税事業者に戻ろうとする課税期間の開始する日の前日まで

始する日の前日まで

　また、適格請求書発行事業者の登録を受けている間は、納税義務は免除されません。


